
























































































































































































































































































































































ておく。四年制大学の入学者は平成 24年度には約 60万人であり，ここ数年 60万人を少し上回
る数となっている。それに対して，最低在学年度超過学生数，いわゆる大学で留年している学



























































































































































































学は，高校までの授業に中ではあまり扱われない学問分野であるため   
７，この点は特に注意すべ
きであろう。
　また，あまり予備知識のない学生の理解を助ける方法の一つとして，学生がすでに持ってい
る経験や知識を拠り所として活用する方法がある。私たちは，全く未知のものを理解する場合，
対象となっている未知のものだけを検討して理解しようとするとなかなか上手くいかない場合
が多い。しかし，未知のものを，すでにこれまで習得した知識や自分自身の経験と照らし合わ
せ，比較検討することで理解が促される場合が多いのである。これは，経営学の学修において
も同じであろう。これまで学生が理解していること，あるいは慣れ親しんでいる考え方から出
発することで，彼らにとって未知な部分の多い経営学に対する敷居を出来るだけ低くすること
が，彼らの理解を促す第一歩となるはずであり，そのことが，わかりやすさを感じることにつ
ながっていくことになる。また，このような内容は，自分との関わりを感じる際にも効果的に
作用するはずである。
７　拙稿「大学における経営学教育を取りまく環境について」鹿児島県立短期大学紀要　人文・社会科学篇
　第 59号 pp.4-6参照
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Ⅴ．今後の課題　－おわりにかえて－
　以上，ここまで経営学の入門的な授業内容について考える際に考慮すべき点について検討し
てきたが，これまでの議論を通して，この問題を考える際にまず取り組むべき課題として，以
下の２点を提示しておく。
　①　経営学のさまざまな分野に共通している基本的・本質的な考え方は何か
　②　経営学を学ぶ際に，その理解を促すために対比させることが適切なものは何か
　①については，非常に難しい問題ではあるが，経営学教育を通して伝えるべきものについて
しっかりと検討する必要性は非常に高いはずである。また最近では，日本学術会議が「大学教
育の分野別保証のための教育課程編成上の参照基準：経営学分野」を報告しており，これは，
まさにこのような問題を考える際の重要な材料となるであろう。しかし，実際には，各大学で
の状況は異なっており，それぞれの大学が置かれた環境の中で，どのような教育を行っていく
かは，個々の現場に適したものが求められなければならない。したがって，先の日本学術会議
の報告内容をそのまま受け入れるのではなく，この問題に対して検討していく不断の努力は，
個々の教育現場において続けていかなければならないのである。
　また②の課題も，経営学の特質を考えるうえで，非常に重要な問題である。経営学は，学問
としてその歴史は若く，また，他の隣接する学問領域との関連が強い学問だと言われている。
このことは，経営学の学問としての強みを生み出しているのであるが，同時に，経営学になじ
みのない人にとっては，「経営学がどのような学問であるのか」について理解しづらいと感じさ
せてしまう要因にもなっている。この点については，個人的な経験として最も強く感じること
として，経営学を学ぼうとする場合，学生はまず，経済学との対比の中で理解しようとするこ
とが多いということである。これは多くの学生が発する「経済学と経営学の違いとは何か」と
いう質問に象徴的にあらわれている。つまりこのような質問は，経済学と経営学の違いについ
て，多くの学生が正確には理解していないということがわかると共に，学生が理解している（と
思っている）経済学の知識を手がかりにして，経営学にアプローチしようとしているのではな
いかと感じるのである。先にも述べたように，高校までで，経営学に関する教育を受ける機会
はほとんどなく，公民等の多くの授業では，経済学に関連する内容を扱っている。当然，その
ような授業を受けている学生には経済学に対するイメージが形成されていくことになる。つま
り，彼らの中にはある程度，経済学的な考え方が取り込まれていると考えられるのである。そ
のような彼らが，なじみのない経営学を理解しようとした場合，自分たちの考え方としてのベー
スやものさしである経済学との対比の中で理解しようとするのは，ある意味自然な考え方なの
であろう。逆に言えば，このような疑問に対応し，一定の解答を示すことは，経営学の入門的
な授業の内容として必要な条件であるとも言えるのである。
　このように経営学を他の学問と対比させることは，経営学を学生に効果的に理解をさせるこ
とができると共に，経営学の特質をより鮮明にしてくれる効果が期待できるのである。また，
このような内容を取り入れることは，対比している経済学の内容についても実際の授業の中で
鹿児島県立短期大学紀要　第 64号（2013）
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言及せざるを得ないため，結果的に，経済学の理解を助ける授業となる可能性も高いのである。
さらに，対比させる学問領域を経済学以外のもの，例えば社会学などに広げていくことが出来
れば，幅広い学問領域をカバーすることの出来る内容を盛り込むことが出来るようになるので
ある。
　このように考えると，②の課題と①の課題は互いに深く関連していることがわかる。経営学
の本質的なものを明確にすることで，他の学問との違いを検討することが出来ると考えられる
一方で，経営学と他の学問が扱っている内容を比較検討することで，経営学が他の学問とは異
なっている特質とは何かを見いだすことが出来るとも考えられるからである。したがってこれ
らの課題を考える際には，①と②，どちらからもアプローチすることが可能ではないだろうか。
　入門的な授業は，その学問領域に対する学生の興味関心に強く影響し，その後の学修に対す
る姿勢も左右するかもしれないものである。同時に，今の学生の状況を考慮した際には，内容
的に幅広い授業が求められている。さらに，これまで学生にとってあまりなじみがない経営学
にとっては，入門的な授業の在り方に関するこれらの特徴は，より重みを持っているものである。
今後の課題としては，上記の２点を踏まえ，経営学の入門的な授業内容として適した中身とは
どのようなものであるかについて，より具体的に検討していくことが求められることになる。
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